
 

「資格更新研修制度」の導入等に係る「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」（公

正慣習規則第１５号）等の一部改正について 

日証協 平 15.10.15 

 

 本協会では、10 月 15 日の理事会において、「協会員の外務員の資格、登録等に関する規

則」（公正慣習規則第１５号）及び同細則の一部を改正した。 

 今般の規則改正は、昨年 12 月に理事会で決定された「外務員のコンプライアンス強化策

の実施について」及び「資格更新研修に関するワーキング」の検討結果に基づき「資格更

新研修制度」を導入するとともに、「『証券従業員に関する規則』等の見直しに関するワー

キング」の検討結果に基づき「外務員の資格認定制度」を廃止する等所要の整備を行うも

のである。 

 本規則改正は、平成 16 年 1 月 1 日(外務員の資格認定制度の廃止等に係る改正について

は、平成 16 年 4 月 1 日)から施行することとした。 

 本規則改正の趣旨・骨子及び新旧対照表は、それぞれ以下のとおりである。 
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「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」（公正慣習規則第１５号） 

等の一部改正について 

 

平成１５年１０月１５日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１．趣 旨 

 証券外務員の資質の一層の向上を図り、証券外務員に対する投資者の信頼性を確

保・向上させるため、「資格更新研修制度」を導入するとともに、外務員資格の資格認

定制度を廃止する等「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」（公正慣習規則第

１５号）及び同細則並びに「証券外務員等資格試験規則」の一部を改正することとす

る。 

 

２．骨 子 

 (1)「資格更新研修」制度の導入（「外務員のコンプライアンス強化策の実施について」

（平成 14年 12 月 18日理事会決定）及び「資格更新研修に関するワーキング」の検

討結果に基づく規則化） 

  ① ５年ごとの「資格更新研修」の受講 

会員に所属する外務員について、登録後５年目ごとの所定の期間内（登録月の

月初から１年以内）に、「資格更新研修」を受講させることを義務付ける。 

ただし、過去２年以内に資格試験に合格した者等は除く。（第 18 条①） 

② 外務員登録時の「資格更新研修」の受講 

会員の役員又は従業員が外務員登録を行う場合、所定の期間内（登録後 180 日

以内）に、「資格更新研修」を受講させることを義務付ける。 

ただし、過去２年以内に資格試験に合格した者等は除く。（第 18 条②） 

  （注）上記、①及び②の場合において、会員代表者又は会員代表者に準ずる者等に

ついては、本協会が指定する研修を修了することにより「資格更新研修」を修

了したものとみなす。 

  ③ 未修了者の取扱い 

上記①及び②の「資格更新研修」を修了しなければならない者が、所定の期間

内に同研修を修了できなかった場合、その翌日から外務員資格の効力を停止する。

（第 18 条③） 

資格の効力停止後さらに 180 日間は同研修を受講できるが、当該期間（猶予期

間）内においても同研修を修了できない場合は、外務員資格を取り消すこととす

る。（第 18 条⑤～⑦）  

  ④ その他 

    会員に所属する外務員について、毎年、各社において、外務員の資質の向上の

ための社内研修を受講させることを義務付ける。（第 20 条） 
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【参考】 

① ５年ごとの「資格更新研修」の受講 

 

                             

受講義務期間    猶予期間 
(資格効力停止) 

                      試験合格          試験合格 
              →受講免除           →受講免除 

 

 

 

② 外務員登録時の「資格更新研修」の受講 

 

 

       受講義務期間    猶予期間 
(資格効力停止) 

                  試験合格･更新研修修了   試験合格 
              →受講免除           →受講免除 

 

 

 

 (2)外務員の資格認定制度の廃止等（「『証券従業員に関する規則』等の見直しに関す

るワーキング」における検討結果に基づく改正） 

  ① 役員に対する外務員資格の取得の義務付け 

協会員の役員が外務員登録する場合には、外務員資格試験の合格を要件とする。

（第４条及び第５条） 

ただし、改正規定施行の際に協会員の役員である者については、外務員資格試

験合格者とみなす。（付則２） 

 ② 外務員資格認定制度の廃止 

外務員資格認定制度を廃止する。（第５条） 

ただし、この改正規定施行の日前に当該認定を受けた者で、当該施行の日にお

いて外務員の登録を受けている者等については、外務員資格試験合格者とみなす。

（付則３） 

５年ごとの登
録月の初日 

2 年間 180 日 

資格取消し登録日 

1 年間 

2 年間 180 日 

資格取消し登録日 

180 日 
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  （参考）「『証券従業員に関する規則』の見直しに関するワーキングの検討結果（平成 14

年 10 月 28 日）」（抜すい） 

      ３．外務員資格 

       ① 特別会員の資格試験のシステム化が実施された後に、会員と特別会員併

せて役員に対する外務員資格取得の義務付けを行う。 

② 特別会員の資格試験のシステム化が実施された後に、会員と特別会員併

せて資格認定制度を廃止する。 

 

３．施行の時期 

この改正は、平成１６年１月１日から施行する。 

ただし、外務員の資格認定制度の廃止等に係る改正については、平成１６年４月１

日から施行する。 

 

以  上 
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「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」（公正慣習規則第１５号）の一部改正について 

 

平 成 １ ５ 年 １ ０月 １ ５ 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

 

第２章 外務員の登録義務、資格等 

 

（外務員資格） 

第４条 協会員は、その役員又は従業員のうち、

次の各号に掲げる要件を具備した者でなけれ

ば、外務員の登録を受けることができない。 

  

 

 

 

１  

（ 現行どおり ） 

 ６  

 

（資格外の外務行為の禁止） 

第５条 協会員は、その役員又は従業員のうち、

前条各号に掲げる要件を具備した者でなけれ

ば、第 2 条各号に規定する外務員の外務行為を

行わせてはならない。 

  

 

 

 

（外務員資格の取消し、停止処分） 

第６条    

（ 現行どおり ） 

５      

（ 削 る ） 

 

 

 

６   （ 現行どおり ） 

 

第２章 外務員の登録義務、資格等 

 

（外務員資格） 

第４条 協会員は、その従業員のうち、次の各号

に掲げる要件を具備した者でなければ、外務員

の登録を受けることができない。ただし、細則

で定めるところにより、その地位、経歴等から

みて本協会が一種外務員又は特別会員一種外

務員の外務行為を行わせることが適当である

と認めた者については、この限りでない。 

 １ 

（ 省   略 ） 

 ６ 

 

（資格外の外務行為の禁止） 

第５条 協会員は、その従業員のうち、前条各号

に掲げる要件を具備した者（前条ただし書の規

定により本協会が一種外務員又は特別会員一

種外務員の外務行為を行わせることが適当で

あると認めた者を含む。）でなければ、第 2 条

各号に規定する外務員の外務行為を行わせて

はならない。 

 

（外務員資格の取消し、停止処分） 

第６条    

     （ 省   略 ） 

５      

６ 協会員は、第１項の規定により外務員資格停

止処分を受けた者について、速やかに、第18条

第1項に規定する再研修又は指定研修を受講さ

せなければならない。 

７    （ 省   略 ） 
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新 旧 

 

第３章 外務員の登録手続き、処分等 

 

（処分者に対する研修） 

第13条 協会員は、第6条第1項の規定により外務

員資格停止処分を受けた者又は第11条第1項の

規定により外務員の職務の停止の処分を受け

た者について、速やかに、本協会が指定する研

修（以下「指定研修」という。）を受講させな

ければならない。 

 

 

第４章 外務員の研修 

 

（外務員資格更新研修の受講等） 

第 18 条 会員は、現に外務員の登録を受けてい

る者について、その登録を受けた日（以下「外

務員登録日」という。）を基準として５年目ご

との日の属する月の初日から１年以内に、本協

会の外務員資格更新研修（以下「資格更新研修」

という。）を受講させなければならない。ただ

し、細則に定める者については、資格更新研修

を受講し修了したものとみなす。 

２ 会員は、外務員の登録を受けていない者につ

いて、新たに外務員の登録を受けたときは、外

務員登録日後 180 日以内に、資格更新研修を受

講させなければならない。ただし、細則に定め

る者については、資格更新研修を受講し修了し

たものとみなす。 

３ 本協会は、第 1 項又は第2 項に定める期間内

に資格更新研修を修了しなかった者について、

当該期間の最終日（以下「受講義務期限」とい

う。）の翌日よりその外務員資格の効力を停止

し、その所属する会員に対しその旨を通知す

る。 

４ 会員は、前項の規定により外務員資格の効力

を停止された者について、その外務員資格の効

 

第３章 外務員の登録手続き、処分等 

 

（研修の受講） 

第13条 協会員は、第11条第1項の規定により外

務員の職務の停止の処分を受けた者について、

速やかに、第18条第1項に規定する再研修又は

指定研修を受講させなければならない。 

 

 

 

 

第４章 再研修 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

※ 細則において特例を定める 

 

 

 

 

※ 細則において特例を定める。 
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新 旧 

力の停止が解除されるまでの間は、外務行為を

行わせてはならない。 

５ 会員は、受講義務期限までに資格更新研修を

修了しなかった者について、その翌日より 180

日までの間（以下「猶予期間」という。）に、

資格更新研修を受講させることができる。 

６ 本協会は、前項の規定により資格更新研修を

修了した者について、その修了日より外務員資

格の効力の停止を解除し、その所属する会員に

対しその旨を通知する。 

７ 本協会は、猶予期間に資格更新研修を修了し

なかった者について、外務員資格を取り消し、

その所属する会員に対しその旨を通知する。 

 

（再研修の受講） 

第19条 特別会員は、第4条に規定する外務員資

格を有する者について、その資格取得後３年目

の年ごとに本協会の営業員再研修（以下「再研

修」という。）を受講させなければならない。

ただし、次に掲げる者については、この限りで

ない。 

１ 外務員登録を受けていない者 

２ 特別会員一種外務員、特別会員二種外務

員又は特別会員四種外務員の登録を受けて

いる者のうち、国債証券等の有価証券先物

取引又は証取法第65条第2項第4号、第6号若

しくは第7号に掲げる業務に係る外務行為

に従事していない者 

３ 再研修を受講させなければならないこと

となる年及びその年前２年以内に再研修又

は指定研修を受講した者 

 

２ 特別会員は、前項第1号に規定する者につい

て外務員登録を受けるとき及び前項第2号に規

定する者に国債証券等の有価証券先物取引又

は証取法第65条第2項第4号、第6号若しくは第7

号に掲げる業務に係る外務行為を行わせると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（再研修の受講） 

第18条 協会員は、その従業員で第4条に規定す

る外務員資格を有する者について、その資格取

得後３年目の年ごとに本協会の営業員再研修

（以下「再研修」という。）を受講させなけれ

ばならない。ただし、次に掲げる者については、

この限りでない。 

１ 外務員登録を受けていない者 

２ 特別会員一種外務員、特別会員二種外務

員又は特別会員四種外務員の登録を受けて

いる者のうち、国債証券等の有価証券先物

取引又は証取法第65条第2項第4号、第6号若

しくは第7号に掲げる業務に係る外務行為

に従事していない者 

３ 再研修を受講させなければならないこと

となる年及びその年前２年以内に再研修又

は本協会が指定する研修（以下「指定研修」

という。）を受講した者 

２ 協会員は、前項第1号に規定する者について

外務員登録を受けるとき及び前項第2号に規定

する者に国債証券等の有価証券先物取引又は

証取法第65条第2項第4号、第6号若しくは第7号

に掲げる業務に係る外務行為を行わせるとき
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新 旧 

きは、遅滞なく、再研修又は指定研修を受講さ

せなければならない。 

 

（社内研修の受講） 

第 20 条 会員は、外務員の登録を受けている者

について、第 18 条に規定する資格更新研修と

は別に、毎年、外務員の資質の向上のための社

内研修を受講させなければならない。 

 

付  則 

 

１ この改正は、平成 16 年 1月 1 日から施行す

る。ただし、第 4 条及び第5 条に係る改正は、

平成 16 年 4 月１日から施行する。 

２ 第 4 条及び第 5 条に係る改正規定施行の

際、会員の役員である者については一種外務

員資格試験の合格者とみなし、特別会員の役員

である者については特別会員一種外務員資格

試験の合格者とみなす。 

３ 平成 16 年 4 月１日前に、改正前の第4 条た

だし書の規定により本協会が一種外務員又は

特別会員一種外務員の外務行為を行わせるこ

とが適当であると認めた者であって、次の各号

に掲げる者は、一種外務員資格試験又は特別会

員一種外務員資格試験の合格者とみなす。 

 １ この改正規定の施行の日において、外務員

の登録を受けている者 

 ２ 会員営業責任者資格試験若しくは会員内

部管理責任者資格試験又は特別会員営業責

任者資格試験若しくは特別会員内部管理責

任者資格試験の合格者 

は、遅滞なく、再研修又は指定研修を受講させ

なければならない。 

 

 

（新 設） 
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「『協会員の外務員の資格、登録等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

平成 15 年 10 月 15 日 

                       （ 下 線 部 分 変 更 ） 
新 旧 

（外務員の資格認定）  

第 ３ 条     削  除  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外務員の資格認定）  

第 ３ 条 規則第 4 条ただし書に規定する本協会

が一種外務員の外務行為を行わせることが適当

であると認める者（以下「会員の外務員資格認

定者」という。）の範囲は、次のとおりとする。 

 １ 会員において現に部長、課長その他の管理

職の地位にある者で証券業務に従事した期間

が３年以上のもの。 

 ２ 証券会社又は外国証券会社（外国証券業者

を含む。次号において同じ。）において部長、

課長その他の管理職の地位にあった者で証券

業務に従事した期間が５年以上のもの。 

 ３ 証券会社又は外国証券会社の役員（取締役

及び監査役（常務に従事しない者を除く。）を

いい、外国証券会社及び外国証券業者につい

ては、これらに類する役職にある者を含む。）

であった者で証券業務に従事した期間が３年

以上のもの。 

 ４ その他地位、経歴等からみて外務行為を行

わせることが適当であると認められる者。 

２ 規則第 4 条ただし書に規定する本協会が特別

会員一種外務員の外務行為を行わせることが適

当であると認める者（以下「特別会員の外務員

資格認定者」という。）の範囲は、次のとおりと

する。 

 １ 特別会員において現に部長、課長その他の

管理職の地位にある者で登録等証券業務に従

事した期間が３年以上のもの。 

 ２ 協会員又は外国証券業者において部長、課

長その他の管理職の地位にあった者で証券業

務及び登録等証券業務に従事した期間が５年

以上のもの。 

 ３ 協会員又は外国証券業者の役員（取締役（常

務に従事しない者を除く。）及びこれに類する

役職にある者を含む。）であった者で証券業務

及び登録等証券業務に従事した期間が３年以

上のもの。 
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新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資格更新研修の特例） 

第９条 規則第18条第 1項ただし書又は第2項た

だし書に規定する細則に定める者は、次の各

号に掲げる者とする。 

１ 規則第 18 条第 1 項又は第2 項に定める期

間（以下「受講義務期間」という。）の初日

前２年以内に証券外務員等資格試験規則第

12条第 1号から第5号に定める資格試験（以

下「資格試験」という。）に合格した者又は

資格更新研修を修了した者 

２ 受講義務期間内に資格試験に合格した者 

３ 会員代表者又は会員代表者に準ずる者と

して本協会が適当と認める者であって、本協

会が指定する期間内に指定研修を修了した

者 

４ やむを得ない事由により資格更新研修の

受講が困難であると本協会が認めた者であ

って、本協会が指定する期間内に指定研修を

修了した者 

付 則 

この改正は、平成 16 年 1 月１日から施行する。

ただし、第３条に係る改正は、平成 16年 4 月１日

から施行する。 

 ４ その他地位、経歴等からみて外務行為を行

わせることが適当であると認められる者。 

３ 協会員は、その従業員について第 1 項の規定

による会員の外務員資格認定者又は前項の規定

による特別会員の外務員資格認定者の取扱いを

受けようとするときは、所定の様式による外務

員資格認定申請書を本協会に提出するものとす

る。 

４ 本協会は、前項の規定により協会員から外務

員資格認定申請書の提出があった場合は、その

内容を審査し、当該申請に係る者が第 1 項各号

のいずれか又は第 2 項各号のいずれかに該当す

ることを確認したときは、これを会員の外務員

資格認定者又は特別会員の外務員資格認定者と

して取扱う。  

   

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 1 － 

「証券外務員等資格試験規則」の一部改正について 

 

平 成 １ ５ 年 １ ０月 １ ５ 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

 

（受験資格） 

第 13 条 協会員が、試験を受けさせることので

きる者は、次に掲げる者とする 

 １ 

     （ 現行どおり ） 

 ３  

４ 会員営業員責任者資格試験 

  イ  （ 現行どおり ） 

  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）の

うち外務員規則第 4 条第 1 号に規定する

一種外務員の資格（以下「一種外務員の資

格」という。）を有する管理職者 

 

 

 

 ５ 会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 現行どおり ） 

  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）の

うち一種外務員の資格を有する者 

 

６ 

     （ 現行どおり ） 

 ８  

 ９ 特別会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 現行どおり ） 

  ロ 特別会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち外務員規則第 4 条第 4 号に規定す

る特別会員一種外務員の資格（以下「特別

会員一種外務員の資格」という。）を有す

る管理職者 

 

 

 

（受験資格） 

第 13 条 協会員が、試験を受けさせることので

きる者は、次に掲げる者とする 

 １ 

     （ 省 略 ） 

 ３  

４ 会員営業員責任者資格試験 

  イ  （ 省 略 ） 

  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）の

うち外務員規則第 4 条第 1 号に規定する

一種外務員の資格（以下「一種外務員の資

格」という。）を有する管理職者又は同条

ただし書の規定により一種外務員の資格

を認定（以下「一種外務員資格認定」とい

う。）された管理職者 

 ５ 会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 省 略 ） 

  ロ 会員の従業員（派遣労働者を除く。）の

うち一種外務員の資格を有する者又は一

種外務員資格認定を受けた者 

 ６ 

     （ 省 略 ） 

 ８  

 ９ 特別会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 省 略 ） 

  ロ 特別会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち外務員規則第 4 条第 4 号に規定す

る特別会員一種外務員の資格（以下「特別

会員一種外務員の資格」という。）を有す

る管理職者又は同条ただし書の規定によ

り特別会員一種外務員の資格を認定（以下

「特別会員一種外務員資格認定」という。）



 

－ 2 － 

新 旧 

 

10 特別会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 現行どおり ） 

  ロ 特別会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち特別会員一種外務員の資格を有す

る者 

 

 

 

付  則 

 

 この改正は、平成 16 年 4 月１日から施行する。 

 

された管理職者 

10 特別会員内部管理責任者資格試験 

  イ  （ 省 略 ） 

  ロ 特別会員の使用人（派遣労働者を除く。）

のうち特別会員一種外務員の資格を有す

る者又は特別会員一種外務員資格認定を

受けた者 

 

 

 

 

 


